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中小企業デジタル化支援プラットフォーム実証業務委託 仕様書 

 

１ 業務名 

中小企業デジタル化支援プラットフォーム実証業務委託 

２ 業務目的 

本市では、「幸せ実感都市ながの」の実現に向け、中小企業の生産性向上に向けた支援

を実施しているが、生産性向上の手段の一つであるデジタル・トランスフォーメーション

（以下、「DX」という。）が進んでいない状況にある。その原因として、DXに対する知識

の不足や誤解があること、また、DX推進の前提となるデジタル化が進んでいないことな

どが考えられる。 

現在、市内の中小企業のデジタル化や DXを推進するための支援事業の実施に向け、外

部アドバイザーを交えた検討を進めており、多くの市内中小企業が、デジタル化の意義や

方法、成功事例などについて知る機会を提供し、自社のデジタル化の内容を考え、実践し

ていくための支援策の概要を取りまとめた（詳細は参考資料を参照）。 

本業務では、DXの前提となるデジタル化の支援事業の一部について実証を行い、本格

的な支援策の提供に向けた課題を整理するとともに、より効果的な支援策の内容や方法

を検討することを目的とする。 

３ 本業務の目標 

実証に参加して、自社のデジタル化を進めた市内中小企業 ５社 

４ 業務履行期間 

契約日～令和５年３月 31日 

５ 業務内容 

(1) 支援事業の実証 

本市が実施を検討している、市内中小企業のデジタル化を推進するための支援事業※

について実証を行うこと。 

実証の実施に当たっては、より効果的な事業となるよう、具体的な実施方法等につい

て事前に本市と協議のうえ、決定すること。 

※支援事業の内容 

ア 市内企業の経営者や担当者に対するデジタル化推進に向けた動機づけ 

（例：啓発イベントの開催やテレビ番組の放送等） 

イ デジタル化に関する先進事例やソリューションなどの情報提供 

（例：Webページや動画の公開等） 

ウ デジタル化に関する学習機会の提供 

（例：Eラーニング、セミナー等） 

(2) 実証の結果を受けた効果的な支援内容や実施方法の提案 

上記(1)の実証の結果に基づき、市内の中小企業のデジタル化推進に向けて、どのよ

うな支援策（支援内容・支援方法）が適切かを検討し、提案すること。 
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提案にあたっては、多くの企業が支援を受けられるような方法を検討するとともに、

継続的に支援が行えるよう、市の負担が過度にならないような方法を検討すること。 

また、デジタル化を進めた企業に対する DX 推進に向けた支援策も計画しているこ

とから、デジタル化から DX推進につなげていく仕組みも考慮すること。 

６ 定例会および実施状況の報告 

 受託者は、業務の実施内容の調整や進捗状況の共有のため、本市と月 1 回以上定期的

に打合せを実施するものとし、打合せ日程や打合せ方法（オンラインを含む）等につい

ては双方協議の上決定するものとする。 

 受託者は、市から請求があったときは、事業の進捗状況等について随時報告すること。 

７ 経理 

 委託事業を的確に遂行するに足りる能力を有するものとして、総勘定元帳及び現金出

納簿等の会計書類を整備すること。 

 会計帳簿を備え、他の経理と明確に区分して収入額及び支出額を記載し、委託費の使途

を明らかにしておくこと。 

 支出内容を証する経理書類を整備して、会計帳簿とともに委託業務の完了した日の属

する会計年度の終了後５年間、いつでも閲覧に供することができるよう保存すること。 

８ 業務完了時の提出書類 

受託者は、令和５年３月 31 日又は業務完了後 10 日以内のいずれか早い日までに、

次の(1)から(3)の書類を提出すること。 

(1) 業務完了届 

(2) 事業報告書 

(3) その他、市長が必要と認める書類 

９ 業務の適正な実施に関する事項 

(1) 再委託の禁止 

 受託者は、業務の全部を一括して、又は仕様書において指定した主たる部分を第三

者に委任し、若しくは請け負わせてはならない。 

 前号の「主たる部分」とは、当該業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂

行管理に係る業務とする。 

 受託者は、前２号の規定に該当しない業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わ

せようとするときは、あらかじめ、発注者の承諾を得なければならない。ただし、

発注者が仕様書において指定した軽微な部分を委任し、又は請け負わせようとする

ときは、この限りでない。 

(2) 守秘義務 

 受託者は、本業務の実施に当たって知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益の

ために利用することはできない。 

 成果品（業務の履行過程において得られた記録等を含む）を第三者に閲覧させ、複

写させ、又は譲渡してはならない。ただし、市の承諾を得た場合はこの限りではな
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い。 

(3) 著作権の取り扱い 

 本業務により新たに発生した著作権は、本市に帰属するものとし、本市は、受託者

に事前の連絡なく加工及び二次利用できるものとする。ただし、受託者が従来から

権利を有していた受託者固有の知識、技術に関する権利等（以下「権利留保物」と

いう。）については、受託者に留保するものとする。 

 受託者は、本業務の成果品に第三者が権利を有する著作物等が含まれる場合は、当

該著作物等の使用に必要な経費の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続きを行

わなければならない。 

(4) 肖像権に関する事項 

 受託者は、本業務の実施に当たって使用する写真の被写体が人物の場合は、肖像権

の侵害が生じないように留意しなければならない。 

(5) 個人情報の保護 

 受託者は、本業務の実施に当たって得た個人情報については、長野市個人情報保護

条例（平成３年長野市条例第 32号）の規定に基づき、情報の漏えい、滅失、損傷の

防止その他の情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

(6) その他 

 本事業は国の地方創生推進交付金の採択を受けていることから、帳簿等の管理を徹

底するとともに、会計検査等の際は協力すること。 

１０ 参考資料 

 市内中小企業の DX推進に向けた支援事業内容（案） 


